
危機事象発生時の中国・四国地区歯科医師会広域応援に関する基本協定

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県及。官知県(以下
「中国 ・四園地区Jという。)は、危機事象発生時における中国・四国・地区9県聞の広域応
援に関する協定を定めるものとする。
この協定の目的は、想定されている南海地震等自然災害はもとより、武力攻撃事態等そ
の他県民や滞在者の生命・身体及び財産に重大な被害が生じる危機事象の発生時における
応援・協力体制を構築h..，応急対策、応急復旧等を円滑に行うことにある。
(趣 旨)
第1条 この協定は、中国・四国地区9県のいずれかにおいて、想定されている南海地震
をはじめとして、次の各号に掲げる事態(以下「危機事象Jという)が発生し、危機事
象が発生した県歯科医師会(以下「危機事象発生県歯」という)のみでは救援等の応急
対策が十分に実施できない場合、危機事象発生県歯からの要鯖に基づき、中国・四園地
区内での広域応援活動を迅速かつ円滑に遂行するための基本となる事項を定めるものと

する。
(1 )災害対策基本法(昭和 36年法律第223号)第2条第1号に定める災害
(2)武カ攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平成 16年法律第

112号)に定める武力攻撃事態等及び緊急対処事態
(3 )前2号に定めるもののほか、県民及び滞在者の生命・身体及び財産に重大な被害が
生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態

(応援幹事県の決定等)
第2条危機事象発生県以外の県歯科医師会は、速やかに連絡を取り合い、危機事象発生
県歯の広域応援計画の立案や広域応援活動を中心となって行う県歯科医師会(以下「応

蜜幹事県歯」という)を決定し、広域応援体制の調整を行うものとする。
2 応援幹事県歯は、災筈歯科保健医療連絡協議会とも備隊的に連携する。
3 各県歯科医師会は、あらかじめ広域応援に関する連絡担当部門を定めるなど、連絡体
制を整備し、危機事象発生時には、速やかに必要な情報を相互に伝達するものとする。

(自主的応援出動準備〕
第3条震度 6以上の地震が観測され、県聞の通信途絶等の緊急事態が生じた揚合には、
危機事象発生県以外の県歯科医師会は、危機事象発生県歯からの広域応援の要請がなく
とも、速やかに情報収集活動をはじめ、必要な応急措置(準備態勢)を臨機応変にとる

ものとする。
(情報の共有)
第4条 中国・四園地区9県歯科医師会は、広域応援を行う場合における提供可能な物資
及び資機材の品目・数量並びに救急医療施設の所在地等必要な情報の共有化を図るもの

とする。
(広域応援の種類等)
第5条広域応援の種類は、次のとおりとする。
( 1 )物資及び資機材の提供
( 2)施設、設備及び機器の提供又は貸与

( 3)人員の派遣
(4)歯科医療支援の実施及びその他の役務の提供
(5)前各号に掲げるもののほか、特に要錆のあった事項
2 前項各号に掲げる応援が速やかに行われるよう、各県歯科医師会は平素から関係機関
等と十分な連絡体制をとり、迅速かっ的確な対応に万全を期するよう努めるものとする。
3 柔体的な広域応援内容については、必要に応じて危機事象ごとに別に定めるものとす

る。
(広域応援の要請の手続等)
第6条広域応接が円滑に実施できるよう、あらかじめ広域応援の要請手続、活動の内容

等については、別に定めるものとする。
(広域応援の経費の負担等)
第7条 広域応援に要した経費は、原則として、広域応援を行った県歯科医師会の負担と
する。
2 危機事象の発生状況等に係る情報収集活動に要する経費についても、広域応援を行う
県歯科医師会の負担とする。
(物資等の携行)

第8条 広域応援をする県歯科医師会は、危機事象発生県古賀の要請文は第3条の自主的応
援出動により人員の派遣をする場合には、派遣人員自らが消費し、又は使用する物資等
を携行させるものとする。
(資料の交換等)
第9条 中国・四国地区歯科医師会は、この協定に基づく応援が円滑に実施されるよう、
毎年3月 31日現在の広域応援に必要な資料を相互に確認するものとする。
(訓練)

第10条 中国・四園地区歯科医師会は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、
合同して応急対策等に関する訓練を実錯するよう努めるものとする。
(その他)
第11条 この協定の実施に闘し必要な事項又はこの協定に定めのない事項で、特に協議
の必要なものが生じた場合には、その都度中国・四園地区歯科医師会が協議して定める
ものとする。
(施行)
・第 12条 この協定i士、平成30年9月29日から施行する。

この協定を締結したことを註するため、この協定書 9還を作成し、各県歯科医師会
の会長が署名の上、各自そのユ還を所持する。

平成30年 9月29日

般社団法人ー徳島県歯科医師会j(互い-

司会長森秀司 ヨザ



大規模広域的災害等に備えた中国 a四国地区歯科医師会の

相互支援体制に関する基本合意書

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県及び高知県は、東

海・東南海・南海地震などの大規模広域的災害等に備え、被災県に対して、効果的な支援

活動が行われるよう遼携を密にするため、「カウンターパート制による相互支援J並びに「中

国・四園地区における広域支援本部の設置」について、次のとおり合意する。

第 1カウンターパート制による相互支援

(ユ)中国 ・四国に甚大な被害を及ぼす大規模広域的災害が発生した場合、被災県の支援

ニーズをど迅速かっ的確に把握し、速やかに対応するため、予め各県をグループ化し、

グループ内の県が被災した際には、直ちに支援するカウンターパート糊による相互支

援体制を整備する。

【カウンターパー ト制の各グループ]

者年成 j県

グループ1 (赤色) 鳥取県、街島県

グループ2 (糞色) 岡山県、香川県

グループ3 (青色) 広島県、愛媛県c

グ、ノレープ4 (緑色) 島根県、山口県、高知県

(2)グ、ループ内の各県は、カワンターパート制による支援が円滑に行われるよう、平時

から防災担当職員の相互交流に努め、効果的な支援活動の実現に努めるものとする。

第2 中国・四園地区における「広域支援本部」の設置

(1 )被災県の被災状況に応じた、 より的確な被災地支援を行うため、その年度の中園地

方知事会の会長県、四国知事会の常任世話人県の歯科医師会がそれぞれ応援幹事県歯

となり、「広域支援本部」を設置する。

なお、その2つの応援幹事県歯の調整役を中国 ・四園地区歯科医師会連合会の当番

県が務める。

応援幹事県歯が被災している場合i士、上記調整役の当番県がブロック内各県と調整

の上決定する。当番県が被災している場合は、次年度の当番県、不都合ある場合は前年

度の当番県が当たる。この場合、当番県と応援幹事県歯が重なる場合もある。

(2) 2地域の「広域支援本部Jは、中四国の当番県歯を調墜役として災害歯科保健医療速

絡協議会と相互に連携し、被災県の被災状況や各県の支援状況等の情報集約を行い、

被災地支援に係る包括的な応蜜調整を実施する。

以上のとおり合意したことを証するため、この基本合意書9通を作成し、各県歯科医師

会の会長が署名の上、各自その 1還を保有する。

平成30年 9月29日

間窓主主
ヲプ詰 .各 lー人 医1l~言明将

ゴ鵠罰法ム島長泉歯抱医師会会長………一一…一一…-一一一吾輩密持
lこEE:!ffitl'

ご臨時み岡山県翻隣会長必 J会窓、 品

崎市1皐点

刑法会広明一長三 }l白金聾議
p j扇音蔵i

鮒叫目黒歯組医師念会長羽守 政叫撞!311
~~鎚議室

調民主み箆晶果責務犀融緩&:57Jq 竺語審

側周波ふ最!J悪質館前全会長塗阜ぜ z


	1
	2

